
在留資格「医療」 法 務 省
Ministry of Justice

◯ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）（抄）別表第一の二◯ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）（抄）別表第一の二

在留資格 本邦において行うことができる活動

医療 医師，歯科医師その他法律上資格を有する者が行うこととされている医療に係る業務に従事する活
動

○ 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令（平成２年法務省令第１６号）（抄）○ 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令（平成２年法務省令第１６号）（抄）

活 動 基 準

法別表第一
の二の表の
医療の項の
下欄に掲げ
る活動

一 申請人が医師，歯科医師，薬剤師，保健師，助産師，看護師，准看護師，歯科衛生士，診療放射線技師，理学療
法士，作業療法士，視能訓練士，臨床工学技士又は義肢装具士としての業務に日本人が従事する場合に受ける報
酬と同等額以上の報酬を受けて従事すること。

二 申請人が准看護師としての業務に従事しようとする場合は，本邦において准看護師の免許を受けた後四年以内
の期間中に研修として業務を行うこと。

三 申請人が薬剤師，歯科衛生士，診療放射線技師，理学療法士，作業療法士，視能訓練士，臨床工学技士又は義
肢装具士としての業務に従事しようとする場合は，本邦の医療機関又は薬局に招へいされること。

HYJGB
スタンプ
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○ 出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）（抄）

（在留資格及び在留期間）

第二条の二 本邦に在留する外国人は、出入国管理及び難民認定法及び他の法

律に特別の規定がある場合を除き、それぞれ、当該外国人に対する上陸許可

若しくは当該外国人の取得に係る在留資格（高度専門職の在留資格にあつて

は別表第一の二の表の高度専門職の項の下欄に掲げる第一号イからハまで又

は第二号の区分を含み、技能実習の在留資格にあつては同表の技能実習の項

の下欄に掲げる第一号イ若しくはロ、第二号イ若しくはロ又は第三号イ若し

くはロの区分を含む。以下同じ。）又はそれらの変更に係る在留資格をもつて

在留するものとする。

２ 在留資格は、別表第一の上欄（高度専門職の在留資格にあつては二の表の

高度専門職の項の下欄に掲げる第一号イからハまで又は第二号の区分を含み、

技能実習の在留資格にあつては同表の技能実習の項の下欄に掲げる第一号イ

若しくはロ、第二号イ若しくはロ又は第三号イ若しくはロの区分を含む。以

下同じ。）又は別表第二の上欄に掲げるとおりとし、別表第一の上欄の在留資

格をもつて在留する者は当該在留資格に応じそれぞれ本邦において同表の下

欄に掲げる活動を行うことができ、別表第二の上欄の在留資格をもつて在留

する者は当該在留資格に応じそれぞれ本邦において同表の下欄に掲げる身分

若しくは地位を有する者としての活動を行うことができる。

３ （略）

（入国審査官の審査）

第七条 入国審査官は、前条第二項の申請があつたときは、当該外国人が次の

各号（第二十六条第一項の規定により再入国の許可を受けている者又は第六

十一条の二の十二第一項の規定により交付を受けた難民旅行証明書を所持し

ている者については、第一号及び第四号）に掲げる上陸のための条件に適合

しているかどうかを審査しなければならない。

一 （略）

二 申請に係る本邦において行おうとする活動が虚偽のものでなく、別表第

一の下欄に掲げる活動（二の表の高度専門職の項の下欄第二号に掲げる活動

を除き、五の表の下欄に掲げる活動については、法務大臣があらかじめ告示

をもつて定める活動に限る。）又は別表第二の下欄に掲げる身分若しくは地

位（永住者の項の下欄に掲げる地位を除き、定住者の項の下欄に掲げる地位

については法務大臣があらかじめ告示をもつて定めるものに限る。）を有す

る者としての活動のいずれかに該当し、かつ、別表第一の二の表及び四の表

の下欄に掲げる活動を行おうとする者については我が国の産業及び国民生

活に与える影響その他の事情を勘案して法務省令で定める基準に適合する

こと。

三～四 （略）

２ （略）

３ 法務大臣は、第一項第二号の法務省令を定めようとするときは、あらかじ
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め、関係行政機関の長と協議するものとする。

４ （略）

（活動の範囲）

第十九条 別表第一の上欄の在留資格をもつて在留する者は、次項の許可を受

けて行う場合を除き、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲げる活動を

行つてはならない。

一 別表第一の一の表、二の表及び五の表の上欄の在留資格をもつて在留する

者 当該在留資格に応じこれらの表の下欄に掲げる活動に属しない収入を

伴う事業を運営する活動又は報酬（業として行うものではない講演に対する

謝金、日常生活に伴う臨時の報酬その他の法務省令で定めるものを除く。以

下同じ。）を受ける活動

二 別表第一の三の表及び四の表の上欄の在留資格をもつて在留する者 収

入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動

２ 法務大臣は、別表第一の上欄の在留資格をもつて在留する者から、法務省

令で定める手続により、当該在留資格に応じ同表の下欄に掲げる活動の遂行

を阻害しない範囲内で当該活動に属しない収入を伴う事業を運営する活動又

は報酬を受ける活動を行うことを希望する旨の申請があつた場合において、

相当と認めるときは、これを許可することができる。この場合において、法

務大臣は、当該許可に必要な条件を付することができる。

３～４ （略）

別表第一の二

在留資格 本邦において行うことができる活動

（略） （略）

医療 医師、歯科医師その他法律上資格を有する者が行うことと

されている医療に係る業務に従事する活動

（略） （略）


